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要旨：既製杭と上部構造との接合方法の合理化を目的として，円形鋼管を用いた杭頭接合構法を提案した。

提案構法は従来の構法に比べてパイルキャップの断面積が小さくなっているため，パイルキャップを含めた

杭―基礎梁接合部のせん断強度を検討する目的で，杭頭接合部および上部架構を模擬した部分架構試験体に

よる載荷実験を行った。パイルキャップを含めた接合部のせん断強度は，パイルキャップの高さの影響を受

けることが見られた。そこで，靭性設計指針の柱梁接合部のせん断強度式を基に，パイルキャップの高さの

影響を考慮した式を提案した。提案式は計算値と実験値が良好に一致することを示した。 
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1. はじめに 
 杭基礎は杭頭部を囲むように設けられるパイルキャッ

プ，基礎梁および柱で構成される。一般的にパイルキャ

ップおよび基礎梁は RC 造であり，杭頭部には複数の鉄

筋が配筋されている。既製杭と上部構造との杭頭接合部

の施工の合理化を目的として，円形鋼管を用いた杭頭接

合構法がこれまでに提案されている 1)～3)。筆者らが提案

した杭頭接合構法は，図-1に示すように外殻鋼管付き高

強度コンクリートパイル（以下，SC 杭）の杭頭部に円形

鋼管（以下，接合鋼管）および接合筋を配置し，杭中空

部および接合鋼管と杭との隙間にコンクリートを充填す

ることにより杭頭接合部を構築する構法である。 
筆者らはこれまでに杭頭接合部の構造性能を確認す

る目的で杭頭部の曲げせん断を実施し，曲げ強度算定式

および回転ばねモデルを提案した 4) 。本構法では従来の

一般的な RC 造よりもパイルキャップおよび杭頭接合部

の断面が小さくなっているため，当該部分の構造性能を

確認する目的で上部架構を含めた部分架構実験を実施し

た。本論文ではパイルキャップの破壊状況および構造性

能について報告する。 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

2. 実験計画 
2.1 試験体概要 

表－１に試験体一覧を示し，試験体形状および配筋詳

細を図－２に示す。試験体は，縮尺が約 1/2.8 の縮小試験

体で，十字形試験体 4 体，ト字形試験体 2 体の計 6 体と

した。いずれの試験体も杭は直径φ355.6 の SC 杭で，コ

ンクリート強度は Fc105 とした。また，接合鋼管は直径

φ600，板厚 6mm の SM490 材を使用した。基礎梁および

パイルキャップは PCa 部材とし，パイルキャップのせい

Dpc は杭直径 Dp の 1.97 倍と従来の一般的な RC 造の 2.5
倍よりも小さくした。 

主な実験要因は柱，基礎梁の主筋および接合筋の鉄筋

量とした。十字形試験体 F-1 は柱の曲げ降伏が，試験体

F-2 は基礎梁の曲げ降伏が先行するように計画し，試験

体 F-3 および F-4 はパイルキャップのせん断破壊を想定

した。なお，F-4 はせん断耐力におけるパイルキャップの

高さの影響を確認するために，F-3 より高さを低くして

いる。ト字形試験体 F-5 は基礎梁の曲げ降伏が先行する

ように計画した。F-7 はパイルキャップのせん断破壊が

先行するように計画し，基礎梁および接合筋の主筋量を

増やし，F-5 よりパイルキャップの高さを低くした。 

表－２にコンクリートの圧縮強度を示す。使用したコ

ンクリートの設計基準強度は柱が Fc36，梁およびパイル 
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図－１ 構法概要 

表－１ 試験体一覧 
柱断面 基礎梁断面

(BcxDc) (BｂxDｂ) 高さHpc せいDpc

F-1 柱曲げ降伏 370×370
14-D16
(SD390)

32-D13
（SD390)

F-2 梁曲げ降伏
F-3 350×350 0.77Db
F-4 0.55Db

F-5 370×370
14-D16
(SD490)

300×700
20-D16
(SD390)

0.79Db
32-D13
(SD390)

0.1

F-7 接合部破壊 350×350
20-D16
(USD685)

300×650
20-D19
(SD490)

0.55Db
32-D13
（SD490)

0.2

0.15
32-D16
(SD490)

試験体 破壊形式 柱配筋
柱軸
力比

パイルキャップ

20-D19
(SD390)

梁配筋

梁降伏

接合筋

300×700
20-D16
(SD390)

300×650
16-D19
(USD685)接合部破壊 700

(1.97Dp)

0.79Db
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キャップが Fc27 とした。表－３に実験で使用した鋼材

および鉄筋の材料試験結果を示す。柱主筋は SD390 およ

び USD685，梁主筋は SD390，接合筋は SD390 および

SD490，接合鋼管は SM490 とした。 

試験体の製作手順は，実際の施工手順に準じて実施し

た。まず，杭の上部に接合鋼管を設置し，接合筋の配筋

を行った。次に，杭体内部の中詰めコンクリートおよび

杭と接合鋼管の間の充填コンクリートを杭の端部まで一

度に打設した。別途，製作しておいた接合筋が貫通する

シース管を内蔵した PCa部材のパイルキャップを接合鋼

管上に載置し，PCa パイルキャップ下部，シース管内に

グラウトを充填した。最後に，パイルキャップにプレキ

ャストの基礎梁および柱部材を取り付けた。 
加力は図－３に示すように柱および杭に一定の軸力

を作用させた状態で，梁端部に正負交番漸増繰り返し加

力とした。ト字形試験体については，杭と基礎梁が閉じ

る方向を正側加力とした。計測は，梁端部のジャッキ荷

重，杭の反力，各部材の変位および各鉄筋の主要位置で

のひずみを計測した。 
 

3．実験結果 
3.1 荷重変形関係と破壊性状 

写真－１にひび割れ状況を，図－４にジャッキ荷重を

柱のせん断力に換算した荷重変形関係を示す。図中に併

記する柱・梁の曲げ耐力は，柱については梁フェースを，

梁の上端は柱フェース，下端はパイルキャップフェース

を危険断面として曲げ耐力を算定した。 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

表－２ コンクリートの材料試験結

表－３ 鋼材の材料試験結果 

図－３ 加力装置概要 

ヤング係数 降伏強度 引張強度 伸び率

(kN/mm2) (N/mm2) (N/mm2) (%)

D16 SD390 185 479 651 18.6
D19 USD685 186 712 901 11.0
S6 帯筋 KSS785 191 1008※ 1214 -

D16 SD390 188 456 644 20.2
D19 SD390 187 439 605 20.3
D6 あばら筋 SD295 189 373※ 538 20.6

D16 SD490 184 522 679 15.8
D13 SD390 177 466 648 16.4
D6 接合筋フープ SD295 185 345 529 23.5
D6 ハカマ筋 SD295 188 420 542 21.0
t=6 杭頭鋼管 SM490 213 448※ 577 27.8

t=9.5 SC杭 STK490 183 447※ 538 30.5
※：0.2％オフセット耐力

呼び名 使用部位 規格

接合筋

柱主筋

梁主筋

部位 F-1 F-2 F-3 F-4 F-5 F-7
パイルキャップ 圧縮強度 (N/mm2) 38.7 39.0 40.6 41.1 41.9 40.7
杭頭部、梁 ヤング係数 (kN/mm2) 31.6 31.5 31.8 31.7 31.09 29.8

圧縮強度 (N/mm2) 43.5 38.4 41.9 39.8 46.0 30.3
ヤング係数 (kN/mm2) 32.2 30.9 30.6 31.1 31.9 26.9
圧縮強度 (N/mm2) 33.9 37.1 37.1 37.9 29.2 28.0
ヤング係数 (kN/mm2) 29.2 29.3 29.2 29.4 26.2 25.6

P.C.充填モルタル 圧縮強度 (N/mm2) 94.1 104.1 105.7 108.0 99.2 99.7
柱脚充填モルタル 圧縮強度 (N/mm2) 87.4 ― ― ― 92.0 ―
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図－２ 試験体形状 

主筋:14-D16(SD390)

帯筋:4-D6@45(KSS785)

PCa梁

F1:PCa柱

SC杭

現場打ち部分PCa梁

機械式継手

ﾊﾟｲﾙｷｬｯﾌﾟ

シース管

主筋:16-D19(USD685)

帯筋:6-D6@40(KSS785)

腹筋：8-D4

主筋：D16(SD390)
肋筋：D6(SD295A)@40

SC杭　Fc105

Φ355.6×t=9.5

D6@50
接合筋フープ

機械式定着
32-D13

鋼管
Φ600×t=6.0

中詰めコンクリート

F2:在来柱

Φ355.6

パイルキャップ部配筋

14-D16
柱主筋

梁主筋

32-D13
接合筋

腹筋：8-D4

ｽﾀﾗｯﾌﾟ

D6@90
基礎帯筋

杭頭接合部配筋

D6@50
接合筋フープ

円形鋼管

F-1 F-2試験体F-1,F-2
接合筋

PCa柱
Fc36

PCaﾊﾟｲﾙｷｬｯﾌﾟ

シース管

主筋：D16(SD390)
肋筋：D6(SD295A)

PCaﾊﾟｲﾙｷｬｯﾌﾟ

円
形

鋼
管

円
形
鋼

管

SC杭
Φ355.6

SC杭
Φ355.6

試験体F-5

SC杭
Φ355.6

主筋:16-D19(USD685)

帯筋:6-D6@40(KSS785)

PCa梁
シース管#1030

在来柱

機械式継手

現場打ち部分

ﾊﾟｲﾙｷｬｯﾌﾟ

円形鋼管

現場打ち部分

ﾊﾟｲﾙｷｬｯﾌﾟ

円形鋼管

試験体F-3

SC杭
Φ355.6

φ600

φ600

φ600
主筋：D19(SD490)
肋筋：D6(SD295A)
腹筋：8-D4

試験体F-4

在来柱

試験体F-7
主筋:16-D19(USD685)

帯筋:
6-D6@40(KSS785)

PCa梁

主筋:20-D16(USD685)

帯筋:6-D6@40(KSS785)

PCa梁
シース管#1030

機械式継手

シース管
機械式継手

PCa梁

腹筋：8-D4

主筋：D19(SD390)
肋筋：D6(SD295A)@40

φ
6
0
0

主筋:14-D16(SD490)

帯筋:4-D6@45(KSS785)

機械式継手

現場打ち部分

腹筋：8-D4

主筋：D19(SD390)
肋筋：D6(SD295A)@40

：後打ち部分 

Dpc = 700 

パイルキャップ部配筋 

 

- 662 -



試験体 F-1 は層間変形角 R=7.5～15×10-3rad において柱

主筋の引張降伏，パイルキャップ正面にせん断ひび割れ，

梁上下主筋の１段筋の降伏が発生した。加力を進めると，  
柱脚の損傷が激しくなるが，パイルキャップに発生した

せん断ひび割れは拡幅することなく，パイルキャップの

損傷は実験終了時においても軽微であった。最大耐力は

R=-20～30×10-3rad で示し，その後エネルギー吸収の大

きい紡錘型のループを描きながら緩やかな耐力低下を示

した。破壊形式は柱の曲げ破壊である。 

試験体 F-2 は R=7.5～15×10-3rad においてパイルキャッ

プ正面にせん断ひび割れが生じ，接合筋フープおよび梁

主筋の 1 段，2 段筋が降伏した。左側梁上端主筋の 1 段

筋については遅れて R＝27×10-3rad で降伏が確認できた

が，2 段筋は降伏ひずみに近い値にとどまっていた。最

大耐力は R=-15～30×10-3rad で示し，その後パイルキャ 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

ップのせん断ひび割れが拡幅し，パイルキャップ内の柱

帯筋および接合筋フープの降伏が確認されたが，著しい

耐力の低下は生じなかった。破壊形式は，負側加力時に

おいて引張力が生じる梁主筋のすべてが降伏しているこ

とより梁の曲げ降伏とした。 
試験体 F-3 は R=10～20×10-3rad においてパイルキャッ

プのせん断ひび割れの拡幅，柱脚の圧壊が始まり，パイ

ルキャップ上部の柱型部分の柱基礎梁接合部(以下，接合

部）のかぶりコンクリートの剥離・剥落が確認された。

パイルキャップ内部の接合筋フープの降伏が始まり，上

部ほどひずみが大きくなっている。梁下端主筋の降伏は

確認されたが，上端主筋は最終加力においても降伏ひず

みには達しなかった。R=20×10-3rad で最大耐力を示し，

その後，接合部のかぶりコンクリートの剥落，パイルキ

ャップのせん断ひび割れの拡幅により，穏やかな耐力の 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 荷重変形関係 
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低下が生じた。破壊形式はパイルキャップを含む接合部

のせん断破壊であった。 

試験体 F-4 は R=10~20×10-3rad においてパイルキャッ

プ正面にせん断ひび割れが確認された。接合部のせん断

ひび割れが進展し，かぶりコンクリートの剥離が始まる。

梁下端主筋の降伏が確認されたが，上端主筋は最終加力

においても降伏ひずみには至らなかった。R=20×10-3rad
で最大耐力を示し，パイルキャップ内部の接合筋のフー

プ筋に降伏が始まった。その後，柱梁接合部のかぶりコ

ンクリートの剥落が進展し，R=30×10-3rad で接合部位置

での柱帯筋が降伏し，耐力の低下が生じた。破壊形式は

柱梁接合部のせん断破壊であった。なお，F-3 に比べて最

大耐力は約 70％と低くなっているが，パイルキャップ部

の損傷は F-3 に比べて軽微であった。一方で，柱梁接合

部の損傷は F-3 に比べて著しい。 
試験体 F-5 は層関変形角 R=5～15×10-3rad において，

柱梁接合部にせん断ひび割れが発生し，梁主筋が降伏し，

パイルキャップ正面にせん断ひび割れが観察された。加

力を進めても，パイルキャップに発生したせん断ひび割

れは拡幅することはないが，梁上端の損傷が進展すると

ともに，梁とパイルキャップの接合面で滑り量が増加し，

パイルキャップ上部の接合筋のフープ筋が降伏した。 

最大耐力は層関変形角 R=-20～30×10-3rad で示したが，

実験終了時においても耐力の顕著な低下は生じなかった。

パイルキャップの梁との接合面で，コンクリートの剥落

を伴う損傷が生じたが，せん断ひび割れの拡幅などは観

察されなかったため，パイルキャップ自体の耐力への影

響は限定的である。したがって，破壊形式は梁の曲げ破

壊と判断した。 
試験体 F-7 は層関変形角 R=5～10×10-3rad において，

柱梁接合部にせん断ひび割れが発生し，梁主筋が降伏し，

パイルキャップ正面にせん断ひび割れが観察された。梁

主筋の降伏は下端筋で生じたが，上端筋は実験終了時に

おいても降伏ひずみには達しなかった。R=15~20×10-3rad

サイクルで接合部のかぶりコンクリートの剥離，剥落，

柱脚の圧壊が始まる。正側加力時には接合部分の帯筋は 

 

 

 
 

 
 

 
 

 

 

 

ほぼ降伏ひずみに達したが，負側加力時には接合部位置

でのひずみは小さく，パイルキャップ下部の帯筋ひずみ

は 3000μ程度であった。加力方向により柱帯筋のひずみ

分布が異なっている。加力が進むにつれて，接合部の損

傷，パイルキャップ側面のひび割れの拡幅が著しくなる。 
最大耐力は R=15，-20×10-3rad で示し，正側は負側に比

べて耐力低下の度合いが大きいが，R=40×10-3rad におい

ても最大荷重の約 85％の荷重は保持していた。破壊形式

は柱梁接合部のせん断破壊であった。 

3.2 ひずみ分布 

(1)柱帯筋のひずみ分布 

図－５に十字形試験体では正側加力時の柱帯筋のひ

ずみ値を，ト字形試験体では正負加力時の柱帯筋のひず

み値の高さ方向の分布を示す。図中には破線で降伏ひず

みを示し，各ひずみ値は各部材角で 2 サイクル載荷のう

ち，初期のサイクルのときのひずみ値を示す。帯筋には

785N/mm2級の高強度せん断補強筋を使用しているため，

降伏ひずみは 5500μとなっている。 

十字形試験体についてみると，パイルキャップ中央部

から接合部のひずみが大きくなっている。ト字形試験体

では加力方向によりひずみ分布が異なっており，軸力が

増加する正側加力では上部が，軸力が減少する負側加力

では下部でひずみ値が大きくなっている。これは引張と

なる鉄筋の折曲げ部の位置が加力方向により入れ替わる

ためで，コンクリートストラットの圧縮力を受ける折り

曲げ部近くでひずみ値が大きくなっている。基礎梁区間

の柱帯筋についても，柱梁接合部およびパイルキャップ

のせん断抵抗要素として寄与していると言える。 

(2)接合筋のフープ筋ひずみ分布 

図－６に接合筋のフープ筋のひずみ分布を示す。十字

形試験体では正側加力時のフープ筋のひずみ値を，ト字

形試験体では正負加力の時の帯筋のひずみ値の高さ方向

の分布を示す。図中には破線で降伏ひずみを示し，各ひ

ずみ値は各部材角で 2 サイクル載荷のうち，初期のサイ

クルの時のひずみ値を示す。全ての試験体でパイルキャ

ップ部に位置するフープ筋は，R=15×10-3rad あたりで降 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図－５ 柱帯筋のひずみ分布 
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伏ひずみに達している。接合鋼管内のひずみ値は，杭に

作用するせん断力の大きい十字形試験体では降伏してい

るが，作用せん断力が十字形に比べて小さいト字形試験

体では降伏ひずみに達していない。十字形試験体はパイ

ルキャップの上部ほど値が大きい傾向を示している。ト

字形試験体では加力方向によりひずみ分布が異なってい

る。塑性化に伴う残留ひずみの影響により，パイルキャ

ップ上部のひずみが大きくなる傾向がみられる。しかし，

残留ひずみの少ない R=15×10-6rad までに着目すると軸

力が増加する正側加力では上部が，軸力が減少する負側

加力では下部から 200mm 程度の位置でひずみ値が大き

くなっている。これは引張となる鉄筋の折曲げ部の位置

が加力方向により入れ替わるためで，コンクリートスト

ラットの圧縮力を受ける折り曲げ部近くでひずみ値が大

きくなっている。接合筋のフープ筋についてもパイルキ

ャップのせん断抵抗要素として寄与していると言える。 

 
４．パイルキャップのせん断強度 

4.1 せん断強度算定式 

鉄筋コンクリート造建物の靭性保証型耐震設計指

針・同解説（以下，靭性指針）では，接合部の主たるせ

ん断抵抗機構をコンクリートストラット作用によるもの

と考えており，本構法では接合部下部に柱断面より大き

なパイルキャップが存在するため，この部分でもコンク

リートストラットが形成されるものと推測できる 5)。文

献 6)では，パイルキャップを含む基礎梁―杭―柱の部分

架構実験の非線形 FEM の結果から応力伝達機構の模式

図が示されている。解析に使用された試験体のパイルキ

ャップ内の配筋は本構法と同様であるため，本構法にお 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いても同様な応力伝達機構が形成されるものと考えられ

る。 

図－７に本構法に置き換えたコンクリートストラッ

トを，接合部がせん断破壊した試験体のひび割れ状況と

重ね合わせた図を示す。ひび割れ図は最大耐力時の R=20
×10-3rad 時を表す。接合部，パイルキャップに発生した

せん断ひび割れは想定したコンクリートストラットの角

度と等しくなっており，仮定した応力伝達機構は実験結

果と一致していると考えられる。 
せん断破壊した試験体 F-3，F-4，F-7 について前述の

写真－１に示す各試験体の損傷状況を確認すると，パイ

ルキャップの損傷よりもパイルキャップ上部の接合部の

損傷の方が激しく，パイルキャップはおおむね軽微な損

傷に収まっている。このような破壊状況を鑑み，次式の

既往の柱梁接合部のせん断強度式を基にパイルキャップ

の高さを考慮した次式で評価を行う 5)。 

Vju=αj ∙ κ ∙ φ ∙ Fj ∙ bj ∙ Dj    (1) 
αj = Hpc / 0.77Db ≦1.0                (2) 

Fj = 0.8×σB 0.7                      (3)   
Dj = Dc’ + Dai       (4) 

bj = bb+ba1+ba2   (5) 
ここに，αj：基礎梁せいの 0.77Db を基準としたパイル

キャップの高さの影響を考慮した低減係数，Hpcはパイル

キャップ高さ(mm)，κ：接合部の形状による係数，φ：直

交梁の有無による補正係数，Db は基礎梁せい(mm)，Dc’

は柱せいまたは 90 度折り曲げ筋水平投影長さ(mm)，Da1

は柱面からパイルキャップ端部までの距離(mm)，Da2 は

柱面から接合鋼管端部までの距離(mm)，bb は梁幅，bai は

bai / 2 または Dc / 4 の小さい方とする。baiは梁両側面か

らこれに平行する柱側面までの長さ，Dcは柱せいである。 

接合部の有効せいは圧縮ストラットの水平投影長さを用

いているため，接合部のせん断強度の算定に用いる有効

せいDjはパイルキャップのせいを考慮して，柱せいDc’

に柱面からパイルキャップ端部までの距離 Dai を加えた

値とした。接合部有効断面積を求める際の有効幅 bj につ 
図－７ 圧縮ストラットの模式図 
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図－６ 接合筋のフープ筋ひずみ分布 
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いては，パイルキャップ部分と接合部で大きく異なるが，

大きく損傷した部位が接合部であるため靭性指針を準拠

し，梁の左右の側面に協力幅を設定し，これに梁幅を加

えた値とした。 
4.2 実験値との比較 

表－４，図－８に実験値と計算値の比較を示す。図

中には文献 7)～9)の結果も併記する。なお，入力せん

断力 Vexp は，ジャッキ荷重を用いて梁の危険断面位置

における応力を算出し，得られた応力から柱の層せん断

力を減算することで求めた５）。 
式（1）による既往の実験を含めたト字形試験体の計

算値の余裕度(実験値/計算値)の平均は柱－基礎梁が閉

じる方向（軸力増加）で 1.29，柱－基礎梁が開く方向

（軸力減少）で 1.29 となった。十字形試験体を含めた

全試験体の計算値と実験値の比較では，余裕度は 1.04～
1.57 の精度で評価できている。なお，余裕度の計算に用

いる実験値は，最大耐力後の反対側の加力において明確

な耐力低下が生じた試験体は，最大耐力を記録した側の

値を用いた。本実験のみのパイルキャップを含む接合部

がせん断破壊した十字形を含む試験体の平均値は 1.36
と安全側の評価となった。 

 
5．まとめ 

既製杭と上部構造との接合方法の合理化を目的とし

て円形鋼管を用いた接合構法を提案した。開発にあたり

杭頭接合構法の構造性能および耐力評価方法を検討する

ために中柱および外柱部分を模擬した部分架構実験を実

施した。 
実験結果および検討結果から，以下の知見を得た。 

1) 基礎梁区間の柱帯筋および接合筋のフープ筋のひず

み分布から柱梁接合部およびパイルキャップのせん 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
断抵抗要素として寄与していると言える。 

2) パイルキャップの高さが高い試験体の方が大きな

耐力を示した。今回の実験の範囲ではパイルキ 

ャップの高さがパイルキャップのせん断強度に影響

を与えることが明らかになった。このため，パイルキ

ャップを含めた接合部のせん断強度算定において，

パイルキャップの高さの影響を評価する低減係数を

提案し，せん断強度を精度よく評価できることを確

認した。 
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表－４ 実験値と計算値の比較 

軸力応力度 入力せん断力 計算値 Vexp
(N/mm2) Vexp(kN) Vju(kN) Vju

正側 1225 0.78
負側 -1235 0.78

十 正側 1408 0.93
字 負側 -1455 0.97
形 正側 1816 1.17

負側 -1765 1.14
正側 1566 1.39
負側 -1568 1.39

F-5 正側 梁降伏 2.64 818 1007 0.81
ト F-7 軸力増加 接合部せん断破壊 3.03 1026 681 1.51
字 F-5 負側 梁降伏 0.22 -903 1044 0.86
形 F-7 軸力減少 接合部せん断破壊 0.38 -1120 714 1.57

F-3 接合部
せん断破壊

1.82 1549

F-4 1.74 1125

2.11 1575

F-2 梁降伏 1.66 1508

試験体 加力方向 破壊形式

F-1 柱降伏

(a) 本実験のみ (b) ト字形試験体（軸力減少側） 

図－８ 実験値と計算値の比較 

(c) ト字形試験体(軸力増加) 
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●：本実験
〇：文献7)〜9)

●：本実験
〇：文献7)〜9)

●：十字形（正側）
〇：十字形（負側）
▲：ト字形（軸力減少）
◆：ト字形（軸力増加）
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